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１．　平成２３年度に実施した行政改革の内容

項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２３年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

意識改革 一課一行革 　平成23年度においても全課においてテーマを設定し、一課一行
革運動に取り組んだ。

住民サービスを目的とした事業の展開 　本庁舎１階フロア支柱の表示看板について、課名、番号を大きく
分かりやすい看板に更新し、来庁した住民に分かりやすいよう配慮
した。

時間外窓口サービスの見直し 　Ｈ１８．４より毎週金曜日午後７時までの開庁とし、時間外手当での
対応から時差出勤制度を導入し人件費を抑制した。
　Ｈ２３．５からは毎週土曜日午前８時３０分～１２時までの開庁とし、
対応できる書類も印鑑登録や戸籍証明を追加し、住民サービスの
向上を図るとともに、時間外手当については代休で対応することに
より人件費を抑制した。

○Ｈ２３年度実績　   年間実績　３２０件
　４月実績 　４件　　　５月実績 ２６件　　　６月実績 ２１件
　７月実績 ２８件　　　８月実績 １１件　　　９月実績 ２７件
１０月実績 ３８件　　１１月実績 ２７件　　１２月実績 １８件
　１月実績 ３１件　　　２月実績 １１件　　　３月実績 ７８件

（参考）
Ｈ18年度実績　75 件
Ｈ19年度実績　61 件
Ｈ20年度実績　84 件
Ｈ21年度実績　93 件
Ｈ22年度実績　61 件

民間委託の検討 　収納データの電子化(収納消しこみ業務）の業務委託について、
24年度の実施に向けて検討を進め予算化した。

関係課：税務課、町民課、福祉保健課、会計課

学校給食センターの見直し 　新たに委員を委嘱して検討委員会を開催し、今後の運営方法や
施設の更新、食育の拠点としての給食センターのあり方について検
討を行い、検討結果を町長、教育長に報告した。

○給食センターの運営に関する報告書の概要
　建物の老朽化に伴い施設の更新が必要であり、施設を更新する
までは町直営方式で運営していく。

第3回 検討委員会　　H23.12.26
第4回　　　〃　　　　　 H24. 1.31
第5回　　　〃　　　　　 H24. 2.24
     報 　   告        　　H24. 2.27

○複数年契約

・２ヵ年契約（Ｈ２３～Ｈ２４）：１業務
　　・下水道マンホールポンプ保守点検管理業務（上下水道課）
　　　　業務量が増えたが委託料は変わらない金額で契約
　　　　　推定削減額　約　２５０　千円

これまでの複数年契約の実施による委託料の削減

・5ヵ年契約（H20～H24）： 34 業務
　　H19委託料　　　24,919 千円
　　H22委託料　　　22,955 千円
　　削　減　額　　　   1,965 千円

・3ヵ年契約（H22～H24）：6業務
　　H21委託料　　　25,494 千円
　　H22委託料　　　24,675 千円
　　削　減　額　　　　　 819 千円

外部事務の改善

内部事務の改善 委託料の見直し



項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２３年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

・心配ごと相談事業委託料
　　Ｈ２３年度　１４４，０００　円（▲256,000 円）

職員提案制度の見直し 　昭和５８年に制定された制度であり、３０年近く経過していることか
ら、職員が活用しやすいよう、提案の方法や様式、審査方法などを
見直し、時代に合った制度に改正するとともに職員への周知を行っ
た。

職員行革マニュアルの活用 　マニュアルの一部を見直し、全職員に配信した。

時差出勤制度 　町民課が実施していた金曜日午後５時３０分～７時までの時間外
窓口サービスに対応する規則であったが、時間外の窓口サービス
が土曜日午前中に変更したことに伴い、他の仕事にも広く適用する
ため見直しを実施し、勤務時間の型を１４通りに増やして柔軟性をも
たせた。

福祉タクシー業務 Ｈ１８．４月より福祉巡回バスに代わって福祉タクシーを導入

○Ｈ２３年度実績
　　申請　　　２３人
　　利用人数１２人　　２５０，４７０ 円
　　　　　　　　　　　　　 (450円×17枚、710円×342枚）

　　※初乗り運賃を助成（小型車450円、中型車710円）

八千代町福祉タクシー利用料金助成要項
（参考）
H18年度実績　　　申請 12 人　　利用人数　8 人
　　53,300 円　（650円×82枚）
H19年度実績　　　申請 25 人　　利用人数 20 人
　157,610 円　(650円×154枚,　710円×81枚）
H20年度実績　　　申請 27 人　　利用人数 19 人
　232,880 円　(710円×328枚）
H21年度実績　　　申請 30 人　　利用人数 21 人
　262,700 円　(710円×370枚）
H22年度実績　　　申請 29 人　　利用人数 18 人
　244,400 円　(450円×54枚、710円×310枚）

住基カードの無料発行 65歳以上の方を対象に住基カードを無料で発行

○Ｈ２３年度実績　　１４件

平成23年4月1日～

　H23住基カード発行総数：39件

緊急医療情報キット配布事業 　かかりつけ医や服薬内容などの医療情報を入れた容器を冷蔵庫
に保管し、その情報を救急医療に生かすもので、一人暮らし老人に
配布。

  １５７，５００円（500円×300個×1.05）

事務事業の整理合理化



項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２３年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

職員給料の削減 職員給料の支給額（選挙手当てを除く）

　　Ｈ２３年度　　　　　６９６，７５８千円

　　Ｈ２２年度比　　　▲２０，６１４千円

八千代町職員の給与に関する規則
職員給料の支給額（選挙手当てを除く）
　H17年度　　737,721　千円
　H18年度　　739,653　千円（＋   1,932）
　H19年度　　730,670　千円（▲   8,983）
　H20年度　　716,737　千円（▲  13,933）
　H21年度　　707,639　千円（▲　 9,098）
　H22年度　　717,372　千円（＋   9,733）

人件費の抑制のため時間外手当について
も削減を図る。

　　Ｈ２３年度時間外手当　　　１２，４６１千円

　　Ｈ２２年度比 　　　　　　　　　　▲１００千円

（参考）
　H18年度　時間外手当　　19,861 千円
　H19年度　　　　〃　　　　　15,273 千円
　H20年度　　　　〃　　　　　13,878 千円
　H21年度　　　　〃　　　　　11,783 千円
　H22年度　　　　〃　　　　　12,561 千円

組織機構の再編 事務分掌の見直し 　八千代町事務分掌規則とあわせて議会、教育委員会、農業委員
会の事務分掌を見直し、公布した。

○組織の変更
　　・議会事務局庶務係、議事係　→　庶務議事係に変更

補償金免除繰上償還の実施による公債費
負担の軽減

　「公営企業経営健全化計画」を策定し経営改革を行う地方公営企
業が対象となる、高金利地方債の補償金免除繰上償還を行い、公
債費負担の軽減を図った。

・農業集落排水事業（H22～H24実施）
　　H23年度借換本数　２本
　　　借換前利子　　　４，４５３千円
　　　　〃 後利子　　　　　３９８千円
　　　　軽減額　　　　　４，０５５千円

これまでの繰上償還に伴う公債費負担の軽減

・水道事業（H19～H21実施）
　　借換本数　8本
　　　借換前利子　256,117 千円
　　　　〃 後利子　　42,832 千円
　　　　軽減額　　　213,285 千円

・農業集落排水事業（H22～H24実施）
　　H22年度借換本数　3本
　　　借換前利子　　　6,354 千円
　　　　〃 後利子　　　　805 千円
　　　　軽減額　　　　　5,549 千円

定員管理と給料の適正化

財政の健全化



項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２３年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

需用費の経費削減
（消耗品・燃料費・食料費・印刷製本費）

　　Ｈ２３年度消耗品決算　  　　　　３７，４１９ 千円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２２年度比　＋３，５６６）
　　Ｈ２３年度燃料費決算　  　　　　１０，３２３ 千円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２２年度比　＋１，８２１）
　　Ｈ２３年度食料費決算　  　　　　　　　５２９ 千円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２２年度比　　　　－６２）
　　Ｈ２３年度印刷製本費決算　  　１２，３８８ 千円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２２年度比　　　＋５１９）

（参考）
H17年度　消耗品額　　　　　　43,997 千円
H21年度　　　〃　　　　　　　 　33,188 千円
H22年度　　　〃　　　　　　　　 33,853 千円
H17年度　燃料費額　　　　　　10,536 千円
H21年度　　　〃　　　　　　　　  8,503 千円
H22年度　　　〃　　　　　　　　  8,504 千円
H17年度　食料費額　　　　　　 2,607 千円
H21年度　　　〃　　　　　　　　    521 千円
H22年度　　　〃　　　　　　　　 　 591 千円
H17年度　印刷製本費額　　　22,668 千円
H21年度　　　〃　　　　　　　　 11,180 千円
H22年度　　　〃　　　　　　　　 11,869 千円

業務終了後は、速やかに全館消灯し光熱費を削減する。
　
　Ｈ２３年度庁舎光熱費　１１，８８６ 千円
　Ｈ２２年度比　　　　　  　　 ＋１２８ 千円

（参考）
H18年度　庁舎光熱費 　 13,060 千円
H19年度　　　〃　　　　　　11,705 千円
H20年度　　　〃　　　　　　12,090 千円
H21年度　　　〃　　　　　　10,551 千円
H22年度　　　〃　　　　　　11,758 千円

議会におけるクールビズ（夏の軽装）の実施
　期間６月１日～９月３０日

全職員による特別滞納整理班の設置

Ｈ２３年度　特別滞納整理(H24.2.1～H24.2.15)
                   収納額　２１，６６４千円

（参考）
H18年度　収納額　29,082　千円
H19年度　　　〃　　31,843　千円
H20年度　　　〃　　58,372　千円
H21年度　　　〃　　16,772　千円
H22年度　　　〃　　12,074　千円

行政サービスの制限

　滞納者に対する行政サービスの制限について対象となる公共料
金、事業を取りまとめ、規則を制定・公布した。

・対象となる公共料金：　　町税、介護保険料、保育料、
　　農業集落排水施設使用料、　　下水道使用料、
　　下水道受益者負担金、　　水道料金及び手数料
・対象となる事業：３１事業

公布日　H24.3.30

地球温暖化防止計画の達成に努力するこ
ととし、不用な電気、水道の節約を図る。

財源確保対策 町税等の徴収率の向上



項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２３年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

有料広告の推進 ○Ｈ２３年度実績

　・広報紙有料広告掲載
　　　２６件　１３４，０００円
　・公式ホームページバナー広告掲載
　  　１１社　５２５，０００円

（参考）
広報誌有料広告掲載
　H21年度実績　　33件　182,000 円
　H22年度実績　　25件　149,000 円
公式ホームページバナー広告掲載
　H21年度実績　　11社　264,000 円
　H22年度実績　　11社　478,000 円
窓口封筒有料広告
　H21年度実績　　 1社　20,000 円

○八千代町産業戦略会議の開催
　第１回産業戦略会議の開催　　　　  　平成23年6月21日
　第２回　　　　〃　　　〃　　　　 　　　　  平成23年8月24日
　第３回　　　　〃　　　〃　　　　　 　　　  平成24年1月24日
　第４回　　　　〃　　　〃　　　　　 　　　　平成24年2月28日
　産業戦略会議「報告」を町長へ報告　 平成24年3月5日

○工場立地優遇措置
　
　町内に工場などを新設、または増設した事業者に対して、固定資
産税の課税を３年間免除する優遇措置を実施。

地方公営企業 中央土地区画整理事業 ○保留地住宅支援助成金制度の設立

　・目的
　　　八千代中央土地区画整理地内の保留地販売促進及び
　　定住促進を目的に、保留地を購入し居住された方などに
　　対して助成金を交付
　・助成の内容
　　　１㎡あたり２，０００円（１，０００，０００円を上限）

震災関連情報のページを作り、迅速な情報提供に努めた。

「ぎかいのおはなし（キッズページ）」を掲載 平成23年11月21日

パブリックコメントの導入 ２３年度にパブリックコメントとして外部の意見を聞いた計画等
　・農業委員会事務局
　　「平成２３年度の目標及びその達成に向けた活動計画」
　　「平成２２年度の目標及びその達成に向けた活動の
　　　点検・評価」

情報公開 ホームページの充実

税財源の充実確保



項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２３年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

ガラス張りの行政 町ホームページに情報掲載

○町内の放射能測定結果
　　・毎週火曜日測定
　　　　　役場駐車場、各地区公園　計６箇所
　　・月２回（第１、第３火曜日）
　　　　　町内小中学校　計７箇所
○水道水の放射能測定結果
　　・毎月浄水場出口（浄水）の検査結果を掲載
○行政サービスの制限
　　町税などの滞納者に対する行政サービスの制限について
　取りまとめ、対象となる公共料金と行政サービスを掲載した。

地域協働 町民と行政が一体となった活動 住民参加型で進めた事業
・鬼怒川クリーン作戦
　　実施日：平成２３年７月３日
　　参加人数：鬼怒川沿行政区約１０００人



決算額（千円） 決算額の説明 決算額（千円） 決算額の説明

総務課
西南広域組合運営業
務

広域事務組合への負担金を支出し、常
備消防・救急業務の体制整備を行う。 310,179

・茨城西南地方広域市
町村圏事務組合消防
費負担金

305,694
・茨城西南地方広域市
町村圏事務組合消防
費負担金

-4,485 -1.45 

企画財政課
茨城県市町村共同シ
ステム整備運営事業

県及び市町村が情報システムの整備運
営を共同して行うことにより，行政事務
の効率化，高度化を図る。

1,386
・県市町村共同システ
ム整備運営負担金 295

・県市町村共同システ
ム整備運営負担金 -1,091 -78.72 

福祉保健課
県西地区保護司会業
務

保護司会の運営に対しての負担金を支
払う。 117

・県西地区保護司会負
担金 114

・県西地区保護司会負
担金 -3 -2.56 

福祉保健課
下妻地方広域シル
バー人材センター負
担金

原則60歳以上の高年齢者が会員とな
り、民間事業所・個人家庭・公共団体等
からの日常生活に密着した、臨時的か
つ短期的な仕事を受注し、会員に仕事
を提供する。

3,881
・下妻地方広域シル
バー人材センター負担
金

3,874
・下妻地方広域シル
バー人材センター負担
金

-7 -0.18 

生活環境課
下妻広域事務組合運
営事業(清掃総務費）

広域事務組合が運営する、し尿処理施
設、ごみ処理施設、公園施設に対して
負担する。

382,233
・下妻地方広域事務組
合負担金 289,123

・下妻地方広域事務組
合負担金 -93,110 -24.36 

産業振興課
都市農村交流推進協
議会等業務

協議会への負担金支出と参加により、
都市農村交流活動の情報交換、地域
連携を行う。

30
・県自然休養村協議会
負担金 0

・県自然休養村協議会
負担金 -30 皆減

産業振興課
茨城県観光物産協会
業務

協会への参加により、観光情報の提供・
PR活動を行う。 270

・漫遊いばらき観光キャ
ンペーン推進協議会負
担金

200
・慢遊いばらき観光キャ
ンペーン推進協議会負
担金

-70 -25.93 

産業振興課
県ふるさとづくり推進
センター業務

各種研修会への参加や機関紙の配布
を行う。 70

・県ふるさとづくり推進
センター会費 0

・県ふるさとづくり推進
センター会費 -70 皆減

増減率
（％）

国、県、近隣市町村などへの負担金

平成22年度 平成23年度

平成23年度事務事業、補助金などの削減効果額

比較
（千円）

活動概要（具体的内容）部署名 事務事業名



決算額（千円） 決算額の説明 決算額（千円） 決算額の説明

増減率
（％）

平成22年度 平成23年度 比較
（千円）

活動概要（具体的内容）部署名 事務事業名

産業振興課
霞ヶ浦用水建設推進
協議会運営費負担金

協議会の運営に対する負担と各種会議
により事業の推進を図る。 450

・霞ヶ浦用水建設推進
協議会運営費負担金 400

・霞ヶ浦用水建設推進
協議会運営費負担金 -50 -11.11 

産業振興課
南総上流地区地盤沈
下対策事業

地盤沈下対策事業推進を図るため、協
議会へ参加し、協力する。 50

・南総土地改良区八千
代支部推進協議会補
助金

0
・南総土地改良区八千
代支部推進協議会補
助金

-50 皆減

産業振興課
県土地改良事業団体
連合会業務

土地改良事業の設計業務を委託してい
る連合会への補助を行う。 662

・県土地改良事業団体
連合会負担金 360

・県土地改良事業団体
連合会負担金 -302 -45.62 

都市建設課
主要地方道土浦境線
促進期成同盟会業務

主要地方道土浦境線の未改良箇所等
の早期整備を図るため、国・県等の各
機関への要望活動や研修会等を実施
する。

16
・県道路整備促進協議
会負担金 8

・県道路整備促進協議
会負担金 -8 -50.00 

都市建設課 県都市計画協会業務
協議会の運営に対する負担と各種会議
や研修会を行う。 32

・茨城県都市計画協会
負担金 31

・茨城県都市計画協会
負担金 -1 -3.13 

都市建設課
県市街地整備推進協
議会業務

協議会の運営に対する負担と各種会議
や研修会を行う。 20

・市街地整備促進協議
会 10

・市街地整備促進協議
会 -10 -50.00 

都市建設課
鬼怒川ふれあい道路
建設期成同盟会業務

同盟会の運営に対する負担と各種会議
を行う。 24

・鬼怒川ふれあい道路
建設期成同盟会負担
金

20
・鬼怒川ふれあい道路
建設期成同盟会負担
金

-4 -16.67 

生涯学習課
青少年育成県民会議
業務

青少年問題に係る国・県の施策と呼応
し、各会議や協議会が一体となった事
業を展開する。

82

・青少年育成県民会議
負担金　　27,000円
・青少年を育むふるさと
動推進会議
      　　55,000円

66

・青少年育成県民会議
負担金　　26,000円
・青少年を育むふるさと
動推進会議
      　　40,000円

-16 -19.51 

16 事業　計 699,502 600,195 -99,307 



決算額（千円） 決算額の説明 決算額（千円） 決算額の説明

増減率
（％）

平成22年度 平成23年度 比較
（千円）

活動概要（具体的内容）部署名 事務事業名

総務課
法例集の加除整理事
務

行政資料室保管の図書又は各課保管
の図書の加除日を設定し、法例集の整
理を行う。

3,828

・印刷製本費
　  2,756,490円
・法令追録代
　　1,071,258円

3,386

・印刷製本費
　      2,462,028円
・法令追録代
　　      923,732円

-442 -11.55 

企画財政課
庁内電算システム管
理運営業務

庁内における基幹系、情報系の電算シ
ステムのハード、ソフト、処理、開発、改
修、保守等の管理運営を行う。

95,158

・ハード、ソフト使用料
・電算処理委託料
・ハード、ソフト保守業
務

92,143

・ハード、ソフト使用料
・電算処理委託料
・ハード、ソフト保守業
務

-3,015 -3.17 

都市建設課
道路台帳補正作業委
託

道路の新設・改良・舗装・廃止等に伴
い、毎年関係課より前年度の実績を取り
まとめ、道路台帳の加除及び道路図等
の修正作業を業者委託して処理してい
る。

3,465 ・道路台帳補正委託料 1,145 ・道路台帳補正委託料 -2,320 -66.96 

3 事業　計 102,451 96,674 -5,777 

総務課 庁舎管理業務

光熱水費や電話料などの支払い、保守
点検や清掃、警備などの業務の委託、
電話システムのリースなど、庁舎の施設
管理を行う。

41,993

・光熱水費
　　　13,736千円
・電話料
・設備管理等委託料
・リース料　5,401千円

38,677

・光熱水費
　　　12,849千円
・電話料
・設備管理等委託料
・リース料　3,483千円

-3,316 -7.90 

上下水道課
原水施設維持管理業
務

取水井の維持管理業務を行う。 77,809
・手数料
・動力費
・受水費

70,815
・手数料
・動力費
・受水費

-6,994 -8.99 

上下水道課 原水施設改修業務
老朽化により能力低下した取水井の計
画的な更新業務を行う。 11,288

・委託料
・修繕費 2,871 ・修繕費 -8,417 -74.57 

3 事業　計 131,090 112,363 -18,727 

内部管理事務

施設管理や維持管理



決算額（千円） 決算額の説明 決算額（千円） 決算額の説明

増減率
（％）

平成22年度 平成23年度 比較
（千円）

活動概要（具体的内容）部署名 事務事業名

福祉保健課 町バス運行管理業務

・町バスの利用申請受付及び貸し出し
を行う。
・町バスの運行管理やバスの維持・整備
を行う。

20,657
・需用費
・車検等整備料
・バス運転業務委託料

19,930
・需用費
・車検等整備料
・バス運転業務委託料

-727 -3.52 

福祉保健課
心配ごと相談事業委
託業務

隔週火曜日に行っている心配事相談の
委託事務を行う。（H22までは毎週実
施）

400
・心配ごと相談事業委
託料 144

・心配ごと相談事業委
託料 -256 -64.00 

学校教育課
中学校コンピュ－タ－
整備事業

生徒用・教師用コンピュータを各中学校
に配備 12,804

・中学校パソコンリース
料 9,761

・中学校パソコンリース
料 -3,043 -23.77 

生涯学習課
家庭教育学級運営業
務

親等が家庭教育に関する学習を一定
期間にわたって、計画的、継続的、かつ
集団的に行う。　小中学校１年生の保護
者を対象に活動する。

538
・家庭教育学級運営助
成金 524

・家庭教育学級運営助
成金 -14 -2.60 

生涯学習課 秋まつり開催業務
各種団体による発表・作品展・井戸端
塾・その他関係団体を一同に会したイ
ベントを行う。

1,280 ・秋のイベント交付金 1,260 ・秋のイベント交付金 -20 -1.56 

5 事業　計 35,679 31,619 -4,060 

税務課 納税組織支援業務
・納税組合維持管理補助金交付
・納税協力員報酬　組合数  295 13,271

・納税組合維持管理補
助金 12,450

・納税組合維持管理補
助金 -821 -6.19 

福祉保健課
老人クラブ連合会助
成業務

各単位老人クラブの相互調整と情報交
換を行う。 406

・老人クラブ連合会助
成事業補助金 294

・老人クラブ連合会助
成事業補助金 -112 -27.59 

福祉保健課
単位老人クラブ助成
業務

老人の生きがいと健康づくりのため社会
活動やレクリェーションを行う。 731

・単位老人クラブ助成
事業補助金 691

・単位老人クラブ助成
事業補助金 -40 -5.47 

補助金・負担金

町の単独事業



決算額（千円） 決算額の説明 決算額（千円） 決算額の説明

増減率
（％）

平成22年度 平成23年度 比較
（千円）

活動概要（具体的内容）部署名 事務事業名

生涯学習課
女性団体の育成支援
業務

各集落内女性団体の活動支援と育成、
また、連合会・連絡会の活動支援を行
う。

180
・女性団体連合会補助
金 175

・女性団体連合会補助
金 -5 -2.78 

生涯学習課 ＰＴＡ活動支援業務
各学校PTA活動及びＰＴＡ連絡協議会
の活動支援を行う。 130

・町PTA連絡協議会補
助金 125

・町PTA連絡協議会補
助金 -5 -3.85 

5 事業　計 14,718 13,735 -983 

都市建設課 町道維持補修事業

行政区からの要望とりまとめやパトロー
ルにより排水整備状況や法くずれ状
況、道路状況を把握するとともに、工事
の設計、発注、管理を行う。

108,668

・委託料
　　　9,572千円
・工事請負費
　　　99,096千円

57,357

・委託料
　　　11,683千円
・工事請負費
　　　45,674千円

-51,311 -47.22 

都市建設課
広域農道舗装補修事
業

広域農道の舗装補修工事の設計、発
注、管理を行う。 6,069

・広域農道補修工事請
負費 2,163

・広域農道補修工事請
負費 -3,906 -64.36 

2 事業　計 114,737 59,520 -55,217 

産業振興課 国営霞ヶ浦用水事業

水資源機構営事業により送られた用水
を国が建設した用水路、用水機場及び
調整池に用水を供給する事業の負担
金を支出する。

45,445
・国営霞ヶ浦用水事業
負担金 44,063

・国営霞ヶ浦用水事業
負担金 -1,382 -3.04 

産業振興課
独立行政法人水資源
機構営霞ヶ浦用水事
業

水資源機構で整備された霞ヶ浦揚水機
場及び基幹線水路の建設事業の負担
金を支出する。

16,610
・独立行政法人水資源
機構霞ヶ浦用水事業負
担金

14,598
・独立行政法人水資源
機構霞ヶ浦用水事業負
担金

-2,012 -12.11 

産業振興課
霞ヶ浦用水国営附帯
県営かんがい排水事
業

県営で整備された用水路及び用水機
場の建設事業に対する負担金を支出
する。

3,627
・霞ヶ浦用水国営附帯
県営かんがい排水事業
負担金

3,008
・霞ヶ浦用水国営附帯
県営かんがい排水事業
負担金

-619 -17.07 

施設や道路整備などの町単独事業

施設や道路整備などの補助事業



決算額（千円） 決算額の説明 決算額（千円） 決算額の説明

増減率
（％）

平成22年度 平成23年度 比較
（千円）

活動概要（具体的内容）部署名 事務事業名

産業振興課
霞ヶ浦用水国営附帯
団体営かんがい排水
事業

団体営で整備された用水路及び用水
機場の建設事業に対する負担金を支
出する。

5,582
・霞ヶ浦用水国営附帯
団体営かんがい排水事
業負担金

4,155
・霞ヶ浦用水国営附帯
団体営かんがい排水事
業負担金

-1,427 -25.56 

産業振興課
霞ヶ浦用水基幹水利
施設管理事業

国営事業により整備された施設を管理
する事業への負担をする。 910

・霞ヶ浦用水基幹水利
施設管理事業費負担
金

897
・霞ヶ浦用水基幹水利
施設管理事業費負担
金

-13 -1.43 

産業振興課
つくば下総地区広域
営農団地整備事業

関係８市町に係る広域的基幹農道の整
備に対し、負担金を支出する。 662

・つくば下総地区広域
営農団地整備事業負
担金

335
・つくば下総地区広域
営農団地整備事業負
担金

-327 -49.40 

産業振興課
中結城地区畑地帯総
合整備事業（担い手
育成型）

県が行う中結城地区内の畑地帯総合整
備事業（担い手育成型）への負担金を
支出する。

33,750
・中結城地区県営畑地
帯総合土地改良事業
負担金

20,250
・中結城地区県営畑地
帯総合土地改良事業
負担金

-13,500 -40.00 

産業振興課
農地集積基盤整備推
進事業

中結城地区県営畑総事業における工
事分担金の補助金交付を行う。 4,974

・地域農業再編経営体
育成基盤整備事業補
助金

2,963
・地域農業再編経営体
育成基盤整備事業補
助金

-2,011 -40.43 

産業振興課
下結城地区畑地帯総
合土地改良事業（担
い手支援型）

県が行う下結城地区内の畑地帯総合整
備事業（担い手支援型）への負担金を
支出する。（区画整理は終了し用水事
業としてパイプライン工事を行う。）

10,000
・下結城地区県営畑地
帯総合土地改良事業
負担金

5,900
・下結城地区県営畑地
帯総合土地改良事業
負担金

-4,100 -41.00 

産業振興課
入沼３期地区湛水防
除事業

県が行う湛水防除事業への負担金を支
出する。（調整池の新設並びに排水路
を改修する。）

9,405
・入沼３期地区県営湛
水防除事業費負担金 990

・入沼３期地区県営湛
水防除事業費負担金 -8,415 -89.47 

上下水道課・
下水道係

鬼怒小貝流域下水道
事業

鬼怒小貝流域下水道事業費の受益市
町村分を負担する。 47,057

・鬼怒小貝流域下水道
事業建設負担金 9,428

・鬼怒小貝流域下水道
事業建設負担金 -37,629 -79.96 

11 事業　計 178,022 106,587 -71,435 

全体 45 事業             総合計 1,276,199 1,020,693 -255,506 



 
 

２．今年度における行財政改革の動き 

 

【事務事業】   フィルムコミッションの設立 

 

「フィルムコミッション」とは、映画、ＴＶドラマ、ＣＭなどのロケーション撮影を誘致し、実際

のロケを円滑に推進するため、許認可手続き等、ロケに係わる諸問題の相談・支援窓口とし

て多くの自治体で組織されており、地域経済、観光振興に大きな効果をもたらしている。 

 

○総合計画の位置づけ・・・平成２７年度を目標に「フィルムコミッション」を設立 

 

≪検討の経過≫ 

・町のいいところを発信し、問い合わせがあった際の受け入れ態勢がとれるよう、フィルムコミッ

ションの設立を目指していく。 

・ロケ地として活用できる町有財産を取りまとめ、県、町のホームページに掲載する。 

八千代町フィルムコミッション実施要綱を整備 

撮影等支援事項の明確化 

マニュアルの整備 

ホームページ掲載 

 

 

【組織機構】   効率的・効果的な組織の検討 

 

職員が減少しているなか、少ない職員数で住民ニーズに対応していくために効率的かつ

効果的な組織機構を検討する。 

 

○職員数の減少   

定員適正化計画 平成２７年度当初の職員数 １６８人 

          平成２４年度当初の職員数 １８０人  ▲１２人 

 

≪検討の経過≫ 

・現在の組織は課が少なくグループ制のような状況であり、職員の減少にも管理職が 

工夫して対応している。 

・グループ制を導入し、職階を変更することで昇給、昇格が複雑になり、また、責任の

所在があいまいになるなどデメリットが大きく、現状に著しい問題がなければ変える

必要はない。 

 

○以上のことから、グループ制を導入しても形だけでは意味がないので、工夫しながら

今の係制を継続し、職員数の減少に対応できるよう、対応すべき点、改善すべき点を

検討している。 



資料１ 

●定員適正化計画 
２４年４月１日現在・・・・１８０人（計画 １７９人） 
 
 （３年間）           （▲ １２人） 
 
２７年４月１日現在・・・・１６８人（計画 １６８人） 
 
 
 
●今後３年間の退職者数と採用範囲 
定年退職者数            採用範囲 
２４年度退職者数   ９人     ２１人－１２人＝９人 
２５年度退職者数   ８人 
２６年度退職者数   ４人 
          ２１人 
 

                  （各年 4 月 1 日） 
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職員数の推移 
実職員数 （計画） 



 組織機構対比表                                        資料２ 

課等 係   名 24.4 23.4 22.4 21.4 20.4 19.4 18.4 17.4 備考(対 17 年度比) 

秘

書

課 

秘 書 公 聴     ２ ２ ３ ２ 広報係と統合 

コミュニティ ２．５ ２．５ ３ ３ ３ ３ ３ ３  

広 報     ２ ２ ２ ２ 秘書広聴係と統合 

秘 書 広 報 ３．５ ３．５ ４ ４      

計 ７ ７ ８ ８ ８ ８ ８ ８ 対Ｈ１７：－１ 

総

務

課 

庶 務 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５  

管 財 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ２  

防 災     ３ ２ ２ ３ 生活環境課交通係と統合 

庁 舎 建 設        ２ 廃止 

消 防 交 通 ４ ４ ４ ４      

計 １３ １３ １３ １３ １２ １１ １１ １３ 対Ｈ１７：±０ 

企

画

財

政

課 

企 画 ８ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ 内下妻広域派遣～H23：２、H24～：３ 

財 政 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３  

行 革  ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ 企画係と統合 

情 報 政 策 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ４  

計 １４ １４ １４ １４ １４ １４ １５ １６ 対Ｈ１７：－２ 

税

務

課 

収 納 管 理 ５．５ ７ ７ ７ ８ ６ ５ ５ 内債権機構派遣 1(H19-20) 

資 産 税 ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ５  

住 民 税 ４．５ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４  

国 保 税 ３ ３ ３ ２ ２ ２ ２   

計 １８ １９ １９ １８ １９ １７ １６ １５ 対Ｈ１７：＋３ 

町

民

課 

住 民 ７ ７ ７ ６ ６ ６ ６ ４  

保 険 年 金 ８ ８ ８ ７ ７ ７ ７  広域連合派遣 1(H22-) 

年 金        １ 廃止 

戸 籍        ３ 廃止 

計 １６ １６ １６ １４ １４ １４ １４ ９ 対Ｈ１７：＋７ 

福

祉

保

健

課 

社 会 福 祉 ４ ５ ５ ５ ５ ６ ６ ７  

児 童 福 祉 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３   

医 療 福 祉        ２ 廃止（町民課へ） 

国 保        ５ 廃止（町民課へ） 

介 護 保 険 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５  

保 健 ６ ６ ６ ６ ６ ６ ７ ７  

包 括 支 援 Ｃ ３ ３ ３ ３ ２ ２   新設 

計 ２２ ２３ ２３ ２３ ２２ ２３ ２２ ２７ 対Ｈ１７：－５ 

環
境
課 

生

活 

生 活 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ３  

環 境 ２ ２ ３ ２ ２ ２ ２ ２  



交 通     ２ ２ ２  総務課へ（統合） 

ｸﾘｰﾝﾊﾟｰｸきぬ  １ １ １ １ １ １ １ 下妻広域派遣 企画財政課へ 

計 ５ ６ ７ ６ ８ ８ ８ ７ 対Ｈ１７：－２ 

産

業

課

→

産

業

振

興

課 

農 林 ３．５ ３．５ ４ ４ ４ ４ ４ ４  

畜 産 園 芸 ２．５ ２．５ ３ ４ ２．５ ２．５ ２．５ ３ 県派遣 1(H21) 

振 興 ３．５ ３．５ ３ ４ ４．５ ４．５ ４．５   

農 村 整 備        １ 廃止（統合） 

商 工 労 働        ２ 廃止（統合） 

土地改良計画     ２．５    耕地課から 

土地改良整備     ２．５    耕地課から 

土 地 改 良 ３．５ ４．５ ４ ４      

計 １４ １５ １５ １７ １７ １２ １２ １１ 対Ｈ１７：＋３ 

耕

地

課 

土地改良計画      
廃 止 

３ ３ ３ 課廃止（Ｈ２０） 

産業振興課へ 

－７ 

土地改良整備     ３ ３ ３ 

計     ７ ７ ７ 

都

市

建

設

課 

工 務 ２．５ ３ ３ ３ ３ ４ ４ ６  

用 地        ２ 廃止（統合） 

管 理        ２ 廃止（統合） 

用 地 管 理 ４．５ ４ ４ ４ ５ ４ ４   

都 市 計 画 ２．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ２  

区 画 整 理 ３．５ ２．５ ３．５ ３．５ ３．５ ４．５ ５．５ ４  

換 地 補 償        ４ 廃止 

計 １４ １４ １５ １５ １６ １７ １８ ２２ 対Ｈ１７：－８ 

会
計
室 

会 計 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ２ ２  

計 ４ ４ ４ ４ ４ ４ ３ ３ 対Ｈ１７：＋１ 

上

下

水

道

課 

上 水 道 ３ ３ ３ ３ ４ ６ ５   

水 道 業 務        ２ 廃止 

水 道 施 設        ３ 廃止 

下 水 道 ５．５ ６ ６ ６ ６ ６ ６   

下水道業務        ２ 廃止 

下水道工務        ３ 廃止 

農 集 排 ２．５ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ２  

計 １２ １２ １２ １２ １３ １５ １５ １４ 対Ｈ１７：－２ 

事
務
局

議 

会 

庶 務 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

計 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ 対Ｈ１７：±０ 

 

農
委
事
務
局 

農 政 ２．５ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

農 地 １．５ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

計 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ 対Ｈ１７：±０ 



学
校
教
育
課 

庶 務 ３ ３ ３ ２ ２ ２ ２ ２  

学 務 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

計 ６ ６ ６ ５ ５ ５ ５ ５ 対Ｈ１７：＋１ 

生

涯

学

習

課 

社 会 教 育 ７．５ ７ ７ ７ ７ ７ ７ ４  

文 化        ３ 廃止 

社 会 体 育 ２．５ ３ ３ ４ ４ ４ ４   

体 育 振 興        ３ 廃止 

体 育 施 設        １ 廃止 

公 民 館 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

図 書 館 ５ ５ ５ ５ ５     

計 １８ １８ １８ １９ １９ １４ １４ １５ 対Ｈ１７：＋３ 

図
書
館 

図 書 館     廃 止 ４ ４ ４ 課廃止(H20)    －５ 

生涯学習課図書館係へ 計      ５ ５ ５ 

Ｃ 

給

食 

給 食 係 ７ ８ ８ ８ ９ １１ １３ １１  

計 ８ ９ ９ ９ １０ １２ １４ １２ 対Ｈ１７：－４ 

社

協 

 ０ ０ ０ ０ ０ １ ２ ２  

計 １ １ １ １ １ １ ２ ２ 対Ｈ１７：－１ 

 合 計  １８０ １８５ １８８ １８６ １９０ １９５ １９８ １９８ 対Ｈ１７：－１８ 

  (A) (B) (C) (D) (E) (F) （G）   
 
定員適正化計画 

 
平成２４年度における 

 
 

一般職員数 
 

Ｈ２４プラン  １７９ 
Ｈ24.4.1 現在  １８０(A) 

＋１ 

 
 
 

 
（参 考） 

 
 

 

Ｈ２３プラン  １８２ 
Ｈ23.4.1 現在  １８５(B) 

＋３ 

Ｈ２２プラン  １８５ 
Ｈ22.4.1 現在  １８８(C) 

＋３ 

Ｈ２１プラン  １８８ 
Ｈ21.4.1 現在  １８６(D) 

△２ 

Ｈ２０プラン  １９１ 
Ｈ20.4.1 現在  １９０(E)  

△１ 

Ｈ１９プラン  １９４ 
Ｈ19.4.1 現在  １９５(F) 

＋１ 

Ｈ１８プラン  １９７ 
Ｈ18.4.1 現在  １９８(G)   

＋１ 

 



資料3

(H24.4.1現在)

秘書課(7) ・秘書広報係 ・ｺﾐｭﾆﾃｨ係

総務課(13) ・庶務係 ・管財係 ・消防交通係

企画財政課(14) ・企画係 ・財政係 ・情報政策係
・下妻広域派遣

税務課(18) ・収納管理係 ・国保税係
・資産税係 ・住民税係

町 長 町民課(16) ・住民係 ・保険年金係

副 町 長 福祉保健課(22) ・社会福祉係 ・児童福祉係 ・介護保険係
・地域包括支援センター ・保健係

生活環境課(5) ・生活係 ・環境係

産業振興課(14) ・農林係 ・畜産園芸係 ・振興係
・土地改良係

都市建設課(14) ・工務係 ・用地管理係
・都市計画係 ・区画整理係

会計管理者　　     会計課(4)

上下水道課(12) ・上水道係 ・下水道係 ・農集排係

町 議 会 議 長 議会事務局(3) ・庶務議事係

農業委員会 会 長 農委事務局(5) ・農政係 ･農地係

学校教育課(6) ・庶務係 ・学務係

教育委員会 教 育 長 生涯学習課(18) ・社会教育係 ・社会体育係
・公民館係 ・図書館係

給食センター(8)

土地開発公社

社会福祉協議会(1)

(財）ふるさと公社

合　　　計 一般職　180名 164 名（課長除）

　  平成２４年度八千代町行政機構図

・会計係

（総務課担当）

（福祉保健課担当）

（産業振興課担当）

・給食係
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